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［北海道農業経済研究 第10巻第 1号 2001.11]

［座長解題]1999年度秋季大会シンポジュウム

『北洵道農業の持続的発展と経営安定政策』

日本の農業はいま WTO体制のグローバルな路

線の中に組み込まれ、そこからはずれて独自の農

業・農政の展開がほとんど不能という状況にある。

しかも北海道の農業は WTO体制の影響を強く受

け大きく変貌せざるを得ない。しかも国内的には

新農業基本法が成立し、農政の手法も大きな転換

を遂げている。

今回のシンポジュウムの共通課題の狙いは、新

農業基本法成立により農業政策の手法・方針が大

きく変化しだ情勢を考慮し、 21世紀の北海道農

業の持続的発展条件をどう構築したらよいか、と

りわけ、新農基法に強く謳われた経営安定化対策

が、北海道という地域の特殊事情を踏まえた農業

経営の持続的発展をどのように担保できるのか、

またその条件は何か。地域の特性に応じた稲作、

畑作、酪農の 3つの営農類型を取り上げ、それぞ

れの課題に迫ってみようというのが、今回のシン

ポジュウムの狙いである。

今回のシンポジュウム共通課題をキーワードで

表現すれば、どうなるだろうか。あえて提示すれ

ば、北海道農業、持続的発展、経営安定政策（対

策）、環境が中心的概念になるが、それに付加し

て、担い手あるいは人材育成、農業法人化、条件

不利地域、直接支払い、合理的価格も議論を盛り

＊帯広畜産大学

増田萬孝＊

上げるのには必要である。

北海道の生み出す農産物が市場における価格形

成でどう動かされ、その結果として弱体化した経

営を立て直すために、単品でなく経営総体として

の安定化を確保するために主張すべきことは何か。

特に、専業農業者は価格下落時には直接的な影響

に苦しむことになるので、合理的価格を設定し所

得補償をすることによって、地域の農業を引っ張

る経営を潰さないように配慮する。農業者も農業

団体も「基本理念の実現に主体的に取り組む」こ

とが要請されているから、ただ単に公的支援や保

護を求めてはならない。市場条件を重視し、価格

政策から所得政策へ移行する農政手法と経営安定

政策の論理的関係の理解が重要になろう。なぜな

ら、新農基法は「専ら農業を営むもの等による農

業経営の展開」を期待しながら、「農業者等の努

カ」も一方で要求しているからである。

北海道農業が大規模、専業、土地利用型といっ

た特徴を持っているけれども、新農業基本法のも

とで展開される農政は農業保護の削減、国家投資

の減少というマイナス効果を北海道農業に課すと

いう側面も考慮しなければならない。また、北海

道が寒冷地でかつ限界地であるとしても 条件不

利地域として今まで以上の公的資金援助を期待で

きるのか。もし難しいとすれば独自の生き残り策

-1-



をどう構築したらいいのか。こういう本源的な問

題を考えていくと本日のシンポジュウムのキーワー

ドだけでは望蜀の感を拭い得ないが、各人（報告

者もコメンター・フロアの参加者）が共通の問題

意識としてこれを銘記し、議論の進行に係わって

いると理解したい。

本日の報告者とコメンターは 10年後の北海道

農業を引っ張ることが期待される研究者を中心に

人選いたしました。稲作を中心に、農水省の田中

基晴さん、畑作と酪農につきましては、道農試の

山本 毅さん、帯広畜産大学の樋口昭則さんにそ

れぞれ話題提供をしていただき、そのあと北大の

志賀永ーさん、酪農学園大学の市川 治さんに報

告者を限定しないコメントをいただきます。その

あとで、フロアからご意見を多数いただき、 21

世紀に向かう北海道農業を支援する活発で実り多

いシンポジュウムにしたいと考えます。みなさん

のご協力をお願いします。
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